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わが国海上保険者による
　　船舶未修繕損傷処理の史的変遷
大　谷　孝　一
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1　は　じ　め　　に
　英法上，船舶の未修繕損傷（unrepaired　damage）に対する海上保険者の責
任については，100年来の議論の対象であり，しかもいまだに解決を見ていな
いω。すなわち，1906年海上保険法第69条第3号は，船舶が修繕されず，かっ
保険老の責任の継続中に損傷状態のままで売却されなかった場合には，被保険
老は妥当な修繕費を超えない範囲で，未修繕損傷から生じる妥当な減価にっい
ててん補を受ける権利があると規定しているが，このr妥当な減価」（reaSOn・
able　depreciation）の算定方法についての規定がなく，従って，過去の判例
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によってこれを決定しなければならないのであるが，この判例は，船舶の正体
価額（somd　value）から損傷価額（damaged　value）を控除した残額をもっ
て保険老の責任額を決定していた長い問の償行を排除したものの，協定保険価
額から船舶の損傷価額を控除した残額をもってr妥当な減価額」とするのか，
船舶の正体価額から損傷価額を控除した残額の正体価額に対する割合を協定保
険価額に乗じたものをもってr妥当た減価額」とするのかについて最終的な決
定を下していない｛2〕。
注（1）Goodacreは，英国における未修繕損傷に対するクレームの歴史は正に「災難の
　　連続」（chapterofaccidents）であったと述べている。一げ〃〃肋2”5刎吻cθ
　　αα伽s，1974，p．283（葛城・木村・大谷・小池監訳，大正海上火災保険株式会杜
　　海損部訳『グッドエーカー海上保険クレーム』pp・351～352）・
　（2）　Irvin　v．Hine，〔1949〕2A11E．R．1089，K．B．
　さらにまた，1906年海上保険法には，船舶が保険老の責任の継続中に損傷状
態のままで売却された場合の保険老の責任に関する規定がなく，従ってこの場
合にも，過去の判例によってこれを決定しなければならないのであるが，1882
年のPitman　w　Universa1Marine　Insurance　Co．事件の第一審判決にお
いて，損害の真の範囲は損傷の結果としての船舶の減価であり，この減価は避
難港におげる船舶の正体価額と損傷価額との差額の正体価額に対する割合を保
険価額に乗じることによって得られるという，今日一般にPitman方式と言わ
れる算定方式が提唱されたにもかかわらず，控訴審におげる一判事の強力な反
対意見のために，法は最終的には未決定であると言われている馴4］。
注（3）Amould，丁加工伽oグ肋ク伽肋∫〃閉02α〃ん刎g2，15th　ed・，S・1037・
　（4）英法における船舶の未修繕損傷に対する保険者の責任については，1906年海上保
　　険法第69条第3号の「妥当な減価」の意味およびその算定方法を中心に，昭和54年
　　度目本保険学会大会において理論的展開を試みたカミ，その研究報告については・
　　　『保険学雑誌』に掲載の予定である。
　このように，英国では，船舶の未修繕損傲こ対する海上保険老の責任につい
ては，多くの問題が未解決であるが，それでは，この英国の法律および実務に
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多大の影響を受けているわが国の船舶保険実務では，この間題についてどのよ
うな取り扱いがなされているのか，遇去から現在に至るまでの実務処理の変遷
を（私見によれば，理論的に見て，実務処理上には多くの問題点があるが，本
稿では私見をまじえずに）客観的に辿ってみたいと思う㈲。
注（5）この未修繕損傷クレームの発生件数そのものはそれ程多くはない。すなわち，未
　　修繕損傷修繕費をてん補するに当っては，日本船舶保険連盟の認証を受げなけれぱ
　　ならないが（昭和41年6月30目船連調第9号通知），この認証を受けたものを過去
　　5年馴こついてみると，昭和49隼4件・50年11件，51年8件，52年9件153年4件
　　の計36件である。
2　戦前における未修繕損傷クレームの事例
　わが国における未修繕損傷クレームの歴史は第二次大戦後に始まったと言っ
ても差し支えない。
　戦前でも，例えば昭和初期または中期の原田汽船の寧静丸（阪神一青島間の
定期航路命令船）の火災事故による未修繕損傷に関して㈱，あるいは昭和18年
に英文保険証券をもって契約した大阪商船のフリート所属船が損傷を蒙り，未
修繕のまま保険期間が満了した後，別の保険期間中に全損となった場合に，英
法におげると同様ω，「別の保険証券の下での損害には吸収（meエ9er）の原理は
適用されたい」という原貝uが適用されるかどうカ㍉従って後の全損の他に前の
分損についてもてん補されるかどうかに関して，未修繕損傷クレームの問題が
生じたことがあるが，これらはむしろ例外的なケースと考えられていた。
注（6）昭和36年の第4回目本海損精算人協会総会におげる三田次郎氏の会長演説（『日
　　本海損繕算人協会会報』第5号，p．18）。
　（7）1870年のLidgett　v－Secretan事件によれば，一船舶が「目ソドソにおいてお
　　よびそこからカルカッタまで。更に24時間停泊約款を含む到達後30目間」という条
　　件で往航航海が保険に付けられ，引続いて復航航海を担保する第二の保険が付けら
　　れていた。同船ば往航中に座礁Lたカミ，ポンプで排水しながら浮力を保1ってカルカ
　　ソタに到達し，そこで安全に係留されて積荷を荷卸した。その後，同船は乾ドック
　　に回航され，そこで修繕中に30日の期間が満了したが・その直後に火災カミ発生L・
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同船は滅失した。被保険者は，往航航海の保険証券の下では，船舶の座礁に因って
生じた船舶の減碗額を，また復航航海の保険証券の下では，評楓額の全額を回蚊す
る権剰があると判決された。
3　損害査定に関する申し合わせ事項第8条の制定
　ところが，戦後，海運を始め目本経済全体が特殊な情況の下に置かれ，異常
な物価高騰によって，同一保険期間中でも船価と保険価額とに非常な隔たりが
生じるといった事態が発生した。かかる場合，船価に比べて保険価額が著しく
低い状態で船舶が損傷を蒙り，従ってその損傷修繕費見積額が保険価額をはる
かに超過するにかかわらず，なおかつ船主は船舶を未修繕のまま椙当の価額で
売却処分し，更に保険老に未修繕損傷の修繕費見積額を請求しうるとすれば，
船主は保険によって不当な利得を得ることになると思われたが，このような情
況に対処するための策が講じられないまま，r観念上不合理なること明らかな
るも」帽，保険者はいわゆる100劣分損の処理をしていた。
一注（8）　目本船舶保険連盟第14回海損部会議事録（昭和22年7月4日）。
　そこで，昭和22年の汽船安東丸事件を契機として，こういった不合理を是正
するため種々の討議がなされた結果，同年8月22日に，以下に示すr損傷船舶
ヲ未修繕ノママ売却シタル場合ノ損害査定二関スル処理規定ノ追加」が決定さ
れ，実施に移された。これがいわゆる申し合わせ事項第8条（現行第9条）の
構矢である＝9〕。
　　「第8条一損傷船舶ガ未修繕ノママ売却セラレタル場合ノ損害填補
　　　修繕費ヲ填補スベキ場合，被保険船舶ガ未修繕ノママ船舶トシテ売却セ
　　ラレタルトキハ，修繕ヲ施エシ得ベカリシ蒔二於ケル修繕費見積額二付キ
　　損害ヲ填補スルそノトス。但シ売却当時ノ損傷船舶ノ正体価額ヨリ売却価
　　額ヲ控除シタル減価額ヲ限度トス。当該船舶ノ保険契約ハ売却ト同蒔二終
。了セシムルそノトス。」
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注（9）船舶の損害査定について各保険会杜間の統一を図るために，昭和14年11月から昭
　　和18年8月までの間に「損害査定二関スル申合セ事項」7か条が制定されたが，本
　　文はその第8条として昭和22年8月25目に制定されたものである。
　　　この「損害査定二関スル申合セ事項」という名称は，損害保1険統制会時代の昭和
　　18年8月に，本文の通り「損害査定二関スル処理規定」と改められたが，昭和23年
　　12月に再び元の名称に改められた。一目本船舶保険違盟『目本船舶保険連盟15年
　　史一船舶保険昭和の歩み』道P．141～142。
4　修繕特別約款の制定
戦後の異常な経済傍勢はまた，修繕費の高騰を生ぜLめ，保険者がインフレ
の影響による過犬な修繕費をてん補する傾向が生じたため，これに対処すべく」，
日本船舶保険連盟第10回海損委員会において審議の結果，昭和22年11月19日に，
以下に示すような修繕特別約款が制定された。
　　r保険契約者，被保険者叉ハ此等ノ者ノ代理人ハ船舶ガ海難事故二因リ損
　　害ヲ蒙リタル場合遅滞ナク修繕ヲ為スコトヲ要ス。
　　　修繕ヲ為シ得ベカリシニ拘ラズ之ヲ為サザリシ場合ハ其ノ理由ノ如何ヲ
　　間ワズ当会杜ハ修繕ヲ為シ得ベカリシ時二於ケル修繕費見積額ヲ隈度トシ
　　テ填補ノ責二任ズ。」
　この約款第1項は，船舶が海難事故に因って損害を蒙った場合には遅滞たく
修繕をしなげればならたい旨を規定し，第2項は，修繕をすることができるに
かかわらずこれを施工しなかった場合には，その理由のいかんを問わず，保険
者は修繕が可能な時におげる修繕費見積額を限度としててん補の責に任ずべき
ことを規定し，こうして修繕費の高騰など海上危険に因る損害以外の他の要因
による負担額の増犬を排除しようと努めたのであるω。
注⑩　東京海上火災保険株式会杜『新損害保険実務講座』第4巻船舶保険（昭和45年）
　　pp．274～275o
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5　備後丸事件
　昭和22年に申し合わせ事項第8条が制定された後，実務上問題とされたのは，
損傷船舶が船舶として他に売却された場合の未修繕損傷処理の問題であった。
　然るに，昭和34年の第15次計画造船によって，不定期船および油送船を中心
にLた戦標船整備計画の一環としてScrap　and　Bui1d政策が推進され出して
からは，損傷船舶が未修繕のまま，船舶としてではなく，新造船の引当用スク
ラッブとして解撤のため売却処分されるという事例が現われ始めた。その特徴
的な事件が，目本郵船所有の汽船備後丸に係わる事件であるω。
注⑩　大正海上火災保険檬式会杜杜内報。
　同汽船備後丸（4，657トソ，昭和19年建造の鋼船）は正福汽船に裸用船に出
され，同裸用船者によって，船舶保険特別約款第5種の条件で，1億8，OOO万
円の保1険に付されていた。
　昭和36年4月2日に船舶賃貸借契約が終了すると同時に，同船は裸用船者に
よって船主に返還されたが，裸用船中前後6回にわたって保険事故が発生して
いることが判明した。
　正福汽船は，船舶賃貸借契約の規定により，同船を契約締結時の状態に復旧
して返還すべき義務を負っていたが，船主は，同船を第16次計画造船に基づく
新造船引当用スクラップとして解撤処分することを予定していたために，正福
汽船に対して，修繕費見積額相当の金銭賠償を要求した。
　そこで，正福汽船は保険者に対して上記6件の損傷修繕費見積額を請求した
が，禾修繕損傷修繕費は，従来からr損害査定二関スル申合セ事項」第8条に
従い，損傷船舶が未修繕のまま船舶として売却される場合にのみこれをてん補
していた事実に鑑み，保険考は本件のような解撤処分を前提とした未修繕損傷
修繕費のてん補はむつかしいと考えた。
　しかし，英国におげる実務処理と備後丸の賃貸借契約に基づく特殊事情を勘
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案して，保険者は，結局，検査人の査定額の50％を未修繕損傷修繕費とLてて
ん補することに妥協したのである胸。
注⑫　目本船舶保険連盟第ユ07回海上損害調査委員会議事録（昭和36年6月21日）。
6　損害査定に関する申し合わせ事項第8条の改訂
　前項の通り，汽船備後丸の未修繕損傷については，検査人査定額の50％が損
傷修繕費としててん補されたが，備後丸事件以前にも，現実にはスクラップと
して処分されたと考えざるを得ない情況にもかかわらず，損傷船舶を船舶とし
て売却したという船主の主張に基づいて，未修繕損傷修繕費の大半が麦払われ
ていたケースがLばしぱあり，従ってこの両者の不均衡を是正するため，r損
害査定二関スル申合セ事項」第8条を改訂する必要が生じた。
　そこで，目本船舶保険連盟海上損害調査常任委員会における数度にわたる審
議の結果，昭和36年6月に，この申し合わせ事項は次の通り改訂された。
　　r第8条一損傷船舶ガ未修繕ノママ売却セラレタル場合ノ損害填補
　　　修繕費ヲ填補スベキ場合，被保険船舶ガ未修繕ノママ売却セラレタルト
　　キハ，修繕ヲ施エシ得ベカリシ時二於ケル修繕費見積額ヲ基準トシテ損害
　　額ヲ協定シ，ソノ100分ノ50以下ノ額ヲ填補スルモノトス。但シソノ後相
　　当期間ヲ経過シ，特殊事情ガ確認セラレタルトキハ，売却当時ノ損傷船舶
　　ノ正体価額ヨリ売却価額ヲ控除シタル滅価額ヲ総填補額ノ隈度トシテ追加
　　シテ填補スルコトモアルモノトス。当該船舶ノ保険契約ハ売却ト同時二終
　　了セシムル毛ノトス。」
　この改訂によって，旧申L合わせ事項のr船舶トシテ売却セラレタルトキ
ハ」という文言を「売却セラレタルトキハ」とL，被保険船舶が未修繕のまま，
船舶とLてばかりではなくスクラヅプとして売却処分される場合をも，本申し
合わせ事項の対象に含めながら，船舶として売却するとの偽装のもとに，損傷
船舶が後にスクラヅプとして処分された場合について，未修繕損傷修繕費を全
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額てん補することを未然に防ぐために，修繕費見積額を基準として損害額を協
定して，敢りあえずその損害額の50％以下をてん補し（従って，損傷船舶がス
クラップとして売却処分された場合にも，被保険老に実損害がなげれば，従来
通り，損害てん補の原則に則って保険老は全く責を負わないとする。），その後，
例えば売却された船舶が解撤処分されることなく，船舶として運航されている
ことが確認されたとき，あるいは船舶が海難により甚大な損傷を蒙ったため，
船主が修繕意欲を喪失したとき，などの特殊事情が確認されたときは，売却当
時の損傷船舶の正体価額から売却価額を控除して得られる減価額を隈度として，
それと当初のてん補額との差額を，一追加的にてん補することにした。
　しかL，この改訂r申し合わせ事項」第8条が，保険老側の主観的な判断に
任ねられる内容を多分に含んでいたため，この実施に当っては，客観的・統一
的な適用が困難であった。
7　糸崎丸事件
　1－1昭和36年に糸崎丸事件が発生し，広島地裁呉支部において審理がなさ
れた。
　事案は次の通りである。
　福本商船所有の貨物船糸崎丸（昭和18年建造，総トン数1，259トン余）は，
昭和33年11月6日北海道留萌（るもい）沖において，海難事故により船底に甚
大な損傷を蒙った。そこで船主は，保険契約に基づき，保険者との間に，損傷
修繕費を3，400万円と見積り，修繕完了後に同金額を支払うべき旨の仮協定を
なし，同時に，船主はこの見積額をもって，船舶修繕業者との問で工事講負契
約を緕結した。
　Lかるところ，船主は船舶修繕業老と計らって，糸崎丸の修繕につき広範囲
にわたって手抜きをたし，しかも請負契約通り工事を施工完了したように装っ
て，保険金を詐取しようと企図した。
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　その後，上記船舶修繕業者は，昭和33年末に，修繕工事を完了したとして同
船を船主に引き渡し，同時に，船主の委任状を添えて保険者に保険金の請求を
なし，これを受け取った。
　同船は同年末，中国海運局検査官の検査を受げて再び就航したが，再度海難
によって小損害を蒙り，長崎の別のドックに入渠して修繕が施工されたが，そ
の際，九州海運局検査官の検査によって以前の手抜き工事が露見した。広島県
警はこれを懐疑Lて調査の結果，保険金詐取事件として関係者を起訴した㈱。
注⑫　広島地裁呉支部・昭和36年（わ）第271号判決；大正海上・前掲資料。
　7－2その後，広島地裁呉支部において審理の結果，次の通り判決された（昭
和39年7月21日）。すなわち，船舶保険特別約款に言う修繕費とはr損傷修復
のために現実に支払われた金額を基準にするものではなく，損傷修復のため必
要であると考えられる費用の適正な査定額を意味するのが相当」であり，従っ
てr当事者間に修繕費の協定が成立すれば，これにより保険会杜の支払義務は
確定し，履行さるべき状態に置かれると解すべきであって，損傷復旧の完了を
もって，修繕費支払の停止条件とする実質的な根拠は見出し難い。」この，被
保険船舶の保険事故による損傷を現実に修復した場合に隈り，約款所定の修繕
費を支払うというわが国船舶保険業界の慣行は，西欧諸外国の取扱い例に傲っ
たものであるが，r無修繕の場合について，右諾外国とは異なり何らの成文の
定を設けていないわが国において，修繕した場合に比較してより低額な保険金
しか支払わない右取扱いは，保険の原則に照して到底肯認し難いもので，附合
契約の一種たる船舶保険の利用者側に対し，一方的な不利益を強制するもので
あるとの批判を免れない。」よって，r彼我較量すると，被告人等の所為をもっ
て詐歎罪に問疑する程の違法性を具有しないと解するのが相当」であり，被告
は全員無罪である，と。
　本件は刑事事件であったが，裁判所は，未修繕損傷修繕費に対するわが国船
舶保険業界の慣行を排除して，未修繕の場合にも保険者は修繕費見積額の全額
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をてん補すべき義務があるという考えを採ったのであ私
8　修繕特別約款の改訂
　糸崎丸事件の判決は，保険者側に多大の困惑を生唾しめた。特に，上記判決
が，未修繕のまま損傷船舶を売却する場合の如く，始めから修繕を施工しない
ことを決めている船舶の未修繕損傷処理（原則として修繕費見積額につき，減
価額を限度としててん補する。）と，繰延べ修繕の処理（修繕を前提とした船
舶の未修繕部分については工事完了後修繕費をてん補する。）との間の保険者
間の慣行の相異を十分理解Lていたいこと，未修繕損傷の算出基準についても，
わが国の方式と，1906年海上保険法第69条第3号により，原則として修繕費見
積額を限度として未修繕損傷から生じる減価額をてん補する英国方式とを混同
していること，修繕費の支払時期についても，保険期間中損傷船舶が未修繕の
まま後に全損に帰したときは，未修繕損傷に対しててん補の責がないとする特
別約款第4種および第5種第1条第3項の規定を無視し，関係者が修繕費の見
積額を協定した時をもって直ちに保険老に保険金の麦払義務を課していること
等々について，保険者側から不満が表明されたが，保険老側の慣行を維持する
ためには，誤解を生じる恐れのある約款や申し合わせ事項などを再検討し，内
容を一層明確にする必要があると考えられた口4〕。
注⑭　犬正海上・前掲資料。
　修繕特別約款については，本約款の制定は，既述の通り，本来インフレ対策
にあり，保険者がインフレの影響による過大な修繕費のてん補を避けるため，
遅滞なく修繕を施工すべき旨を定めたものであり，未修繕損傷については原則
としててん補しない意図であるが，約款の解釈上，未修繕損傷についても，修
繕可能時における修繕費見積額を支払う繰延べ修繕の場合の処理と同じになさ
れると解される恐れがあっ㍍
　そこで，保険老側の慣行に添った約款の改正カ…検討され，昭和41年6月に，
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修繕特別約款は以下の通りに改訂された。
　　「第1条保険契約老，被保険老叉はこれらの者の代理人（以下「保険契
　　　約者叉は被保険老」という。）は，船舶が海難事故に因り損傷を受げた
　　　場合は，遅滞なく修繕を行たうものとする。
　　　　（2）当会杜は，保険契約者叉は被保険者が前項の損傷の修繕を完了し
　　　た後に修繕費（保険契約者叉は被保険者が修繕を遅滞なく行なわず後日
　　　行なった場合は，遅滞なく修繕を行なえば要した修繕費の見積額を隈度
　　　とする。）をてん補する。
　　第2条前条の規定にかかわらず，当会杜は，海難事故に因り損傷を受げ
　　　た船舶が未修繕のまま売却された場合は，その損傷（修繕費としててん
　　　補すべきものに限る。）に基づく減価額を限度とし，適正な修繕費の見
　　　積額を修繕費とLててん補する。」
　まず，第1条は保険契約者，被保険老叉はこれらの者の代理人に修繕義務を
課し，その結果としての修繕費は修繕の完了を停止条件としててん補すること
が一層明確に規定された。この結果，第2条の場合を除いて，保険者は未修繕
損傷修繕費を一切てん補しない趣旨とした（約款改正理由書）。同時に，第1
条第2項には，イソフレ対策の趣旨が織り込まれている。
9　損害査定に関する申し合わせ事項
第8条の改訂（現行第9条）
　日本船舶保険連盟調査委員会は，従来の申し合わせ事項の口語化およびその
内容の再検討を目的として研究を重ねたところ，修繕特別約款の改訂に伴い，
特にr減価額」の算定については，この特別約款の趣旨に添って，英国の判例
（Pitman凧Un1Yersal　M1adne　Insurance，1882，Elcock　v．Thomson，1949，
I耐1n　v．Hme，1949，etc．）を参考にL，昭和41年7月に，損害査定に関する
申し合わせ事項を以下の通り改訂した。
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r第8条一損傷船舶が未修繕のまま売却された場合の損害てん補
　海難事故に因り損傷を受けた船舶が，未修繕のまま売却された場合は，
その損傷（修繕費としててん補すべきものに隈る。）に基づく減価額を隈
度とし，適正な修繕費の見積額を修繕費としててん補する。
　前項の減価額は，
1・・・・・…1…SomdVa篶言鵠叢dVa’ue一・・・…i・・1・・
　　の方式により算定することとする。」
　しかし，先の修繕特別約款の改訂により，申し合わせ事項において，あらた
めて未修繕損傷修繕費の支払いについて規定する必要がなくなり，修繕特別約
款第2条の「減価額」の算定方式を定めれば十分となった。
　そこで，この減価額の算定方式については，上記の申し合わせ事項に定める
方式を邦文化し，更に旧第8条を第9条に繰り下げて，昭和43年1月1日より
実施されるようにたったのが，以下に示す現行の申し合わせ事項第9条である。
　　r第9条一修繕特別約款の減価額
　　　修繕特別約款第2条に規定する減価額は次の方式により算定するものと
　　する。
　　　保険価額X正体価額’損傷価額
　　　　　　　　　　　正体価’額　　　　」
10　蟹工船洋光丸事件
　未修繕損傷に対する保険者の責任を決定するに当って，小損害が多数発生し
た船舶が未修繕のまま解撤され，または売却される場合の処理が間題となるこ
とカ…あろう。
　このような小海難（petty　damage）が累積Lて巨額のものとなった小額の
未修繕損傷に対する保険老の責任については，保険者間で種々の確認がなされ
ていたが，その実際上の運用に当っては処理がまちまちであった。
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　ところが，昭和48年に，日本水産所有の蟹工船洋光丸の他船との接触事件を
契機として，この問題が集約的に検討されることになった。
　洋光丸は9，254．52トソ，昭和3年建造の鋼船で，永年北洋蟹漁業の母船とし
て就航していた。同船は昭和48年カムチャッカ西岸沖で操業中，前後4回にわ
たって他船と接触，この未修繕損傷修繕費の見積額は4件で合計502万円であ
った。
　その後，同年の目ソ蟹交渉の結果，母船式蟹漁業が中止されることとなった
ため，船舶修繕業者のドヅクに係船待機中であった同船の操業を不本意ながら
断念せざるを得なくなり，船主は転用につき種々検討したが，老齢船でもあり，
蟹工船以外の用途に改造することは不経済であるとして，已むなくスクラヅプ
として売却することとL，上記4件の海難につき，未修繕損傷修繕費のてん補
を保険老に請求した胸。
注⑮　目，本船舶保険連盟第95回調査委員会議事録（昭和49年12月25目）。
　同船の協定保険価額および保険金額は共に3億円，正体価額1億7，069万円，
売却価額は1億2，000万円であったので，申し合わせ事項第9条による減価額
は，
　　　3億円x1億7・069万・1億2・000万一8，880万円
　　　　　　　　　　　1億7，069万
であり，従ってもし保険者にてん補責任があるとすれば，てん補額は，修繕特
別約款第2条により，損傷に基づく減価額（8，880万円）と適正な修繕費見積額
（502万円）のうちの低い方の額，すなわち502万円となる筈であった。
　Lかしながら，従来より，修繕特別約款第2条に規定する未修繕損傷船舶を
スクラヅプとして売却する場合の保険老の責任は，重大海難に因って被保険船
舶が甚大な損傷を蒙った結果，船主が修繕意欲を喪失Lた場合に限って認めら
れていた。従って，航海に差し支えない程度の小損害は，減価額の算定に当っ
て従来から考慮に入れられず，また本件のような漁業交渉の結果という保険外
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の事情の結果を考慮に入れるとすれば，国内法規の改定，内航海運事情の変更，
オイルショック等保険外の事樹こ基づいて解撤される場合にも，未修繕損傷修
繕費を認容しなければならないことになると思われた㈹。
注⑲　日本船舶保険違盟第95回調査委員会議事録。
　これに対して，本船は帰港後特別約款第5条の条件で引続き付保されたまま
係船されており，日ソ蟹交渉という不測の事態がなければ，工事完了の上引続
き航海に就航の予定であったこと，また船舶の解撤はその時の運賃市況その他
の経済的判断に基づいて決定されるものであり，海難は単なる誘因にすぎず，
船主の麦配圏外の事情によって解撤せざるを得ないような場合には，その未修
繕損傷修繕費はてん補されるべきであること，等々の反対意見があり，容易に
結論を出すことができなかった胸。
注⑰　前掲調査委員会議事録。
　そこで，未修繕のまま船舶を解撤する場合の処理が検討された結果，次のよ
うな運用方針が確定された。
　　「未修繕処理の件
　　　被保険船舶が未修繕のままスクラップとして売却された場合には，本船
　　が航行に支障を来たすような重大海難に遭遇したため，これを原因として
　　スクラヅプ処理が行なわれたときに限り，修繕特別約款第2条に規定する
　　減価額を認めるものとする。」
　これは，
　　（1）重大海難とこれを原因として解撤するという二つの条件を具備するこ
　　　とを要する。
　　（2）経済的，政治的な要因に基づく解撤のときの未修繕処理を排除する。
という趣旨である胸。
従って，本件におげる蟹工船洋光船の未修繕損傲こついては，保険者無責と
されたのであった。
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注⑬　前掲調査委員会議事録直
11　お　わ　　り　に
既述の如く，船舶の未修繕損傷処理の問題は，主として第二次大戦直後の異
常なイソフレによって，船価や修繕費と保険価額とに非常な隔たりが生じた情
況の下でクP一ズ・アップされ，更に昭和34年以降の国策による戦標船対策の
一環としてScrap　and　Build政策が打ち出されると，船舶のスクラッブ化に
伴う未修繕損傷処理の間題が現われ，この問題を一層複雑なものとした。
　更に，損傷船舶を未修繕のまま船舶として売却する場合とスクラップとして
売却する場合とで，保険老の責任に相違があったことから，保険金詐取のため
の船舶の偽装売買の問題が生じ，また糸崎丸事件を中心に，申し合わせ事項の
法的有効性の問題が争われた。
　更に，修繕特別約款第2条に規定する「減価額」の算定について，英国の長
い間の慣行に傲って，r売却当時の正体価額一売却価額＝減価額」としていた
ものが，英国判例に従って，Pitman方式といわれるいわゆる分損計算方式に
改められた。
　更に，小損害が累積した場合の未修繕損傷処理について，蟹工船洋光丸事件
を契機として，実際の運用方針が明確化された。
　このように，未修繕損傷処理の間題は，戦後来，保険老問で大変な努力が傾
注され，試行銭誤を重ねて今日に至っているが，未だに統一的な実務処理が行
なわれているとは言い難い。個々の情況が千差万別であり，また経済情勢や国
際情勢の変化，船舶の減価額や正体価額や損傷価額の決定の困難さなどを考え
れば，それも当然のことと言えるが，次々と未経験の問題が現われていること
も，この問題の解決を困難にしている（最近では，損傷船舶が未修繕のまま海
外に売却される場合の処理が問題となっている）。
　船舶の未修繕損傷に対する実務処理が，日本船舶保険連盟の認証を要すべき
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事項の一つに数えあげられていることから思料しても，この問題は，対症療法
によって解決する以外に道はないと言っても大過ないと私は考えるのである。
　（なお，本稿の資料収集については，日本船舶保険遵盟の松本紘昌氏のお世
話になった。ここに記してお礼を申し上げたい。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1979年10月29日）
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